
玉野参与の海外出張について 
 

平成 14 年 10 月 22 日 
内閣府原子力担当  

１．出張先 
     米国 
 
２．出張期間 

平成 14 年 10 月 27 日（日）～10 月 30 日（水） 

 

３．渡航目的 

米国エネルギー省の核融合科学諮問協議会（ＦＥＳＡＣ）の下に設けられ

た「核融合実用化加速計画に関する検討委員会会議」（開催場所：カリフォ

ルニア州リバモア市、ローレンス・リバモア国立研究所）に出席し、米国に

おける核融合研究開発の現状及び今後の方針について情報収集すると共に、

我が国における核融合実用化加速案の検討内容を説明し、加速の可能性を具

体的に明示することにより、米国のＩＴＥＲ計画への復帰が確実となるよう

にサポートする。 

 

４．主要日程 

10／27（日） 成田発→サンフランシスコ着、リバモア市まで移動 

10／28（月） 「核融合実用化加速計画に関する検討委員会会議」に出席 

10／29（火） サンフランシスコ発 

10／30（水） 成田着 

 



 
ITERに関する米国の動きについて 

 

 

１．スノーマス会議 ：2002年 7月 8-19日 
・全米及び関係国から約 280名の核融合関係者が参集し、米国において
現在想定されている三つの装置（IGNITOR, FIRE, ITER)について、科
学的・技術的な観点から評価を行い、それぞれの装置の存在意義が確
認された。 

・ITER 計画について、ITER 国際チーム員から説明がなされ、最終的に
同計画を前向きに支持する方向で意見集約が図られた。 

 
 
２．核融合科学諮問協議会（FESAC） ：2002年9月11-12日 

・8月6日より開始された準備会合では、スノーマス会議の報告を受け、
今後の米国における核融合研究の方向性を提示するための報告書案が
まとめられた。同報告書案の要点は、以下の通り。 
１）ITER計画に対し、パートナーとして活動に参加することを目指し

て、ITER交渉への参加を追求すべきである。 
２）ただし、つぎの考慮を払わねばならない。 
  ①米国の参加に伴うコストを分析し、ITER計画の全体コストの評

価を実施すること。 
  ②2004年7月までに、ITERが高い確度で建設に進み、米国が受容可

能な規定ぶりで交渉が進展していることを見極めること。 
３）ITERが前進しない場合には、米国を中心とした燃焼プラズマ実験 

として、FIRE計画を推進すべきである。 
・9月11-12日の本会議にて、上記報告書案について討議が行われ、 
全会一致で承認された。 

  ・エネルギー省オーバック科学局長より、核融合科学諮問協議会に対し、 
   核融合実用化加速計画について至急検討するように指示が出された。 
 
 
３．全米科学アカデミー（NAS）における検討：2002年9月17日開始 

・FESAC報告書を受けて、核融合科学技術、エネルギー開発、プラズマ科
学、科学全般といった観点から、燃焼プラズマ計画の重要性について
評価し、米国のITER計画参加の是非につき勧告が出される。 

・全米科学アカデミーにおける評価実施機関である全米研究会議（NRC) 
 の第1回会合は、9月17-18日に開催された。本年末までに中間報告、 
 来年半ばに最終報告のとりまとめを目指している。 
・全米研究会議第1回会合におけるエネルギー省オーバック科学局長の 
発言の要点は、下記の通り。 



 １）ITERについては、今後の国際協議を通じて8ヶ月から1年程度の間
に大きな進展が見込まれることから、前向きな方向で検討を加速
する必要があり、日程を逆算すると、理想的には12月1日までに中
間報告のとりまとめが必要とされる。 

 ２）サイトの選定については中立的な立場であるが、全体のコストに
影響を及ぼすような場所は望ましくなく、コストを制御可能な状
況に置くと言う観点からも、交渉段階から参画することが重要で
ある。 




